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1. 2023年3月期の連結業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 84,130 4.2 1,640 △61.2 4,058 △29.2 4,130 △21.3

2022年3月期 80,711 5.6 4,231 31.1 5,733 △4.0 5,251 △6.1

（注）包括利益 2023年3月期　　2,787百万円 （△39.7％） 2022年3月期　　4,619百万円 （△21.4％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年3月期 345.52 344.31 5.7 3.3 2.0

2022年3月期 396.08 394.52 7.2 4.5 5.2

（参考） 持分法投資損益 2023年3月期 1,881百万円 2022年3月期 1,002百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 123,347 78,576 58.5 6,061.92

2022年3月期 125,430 78,562 57.5 5,881.27

（参考） 自己資本 2023年3月期 72,102百万円 2022年3月期 72,129百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年3月期 2,582 △1,149 △3,180 9,974

2022年3月期 9,579 △4,701 △6,422 11,722

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年3月期 ― 50.00 ― 70.00 120.00 1,527 30.3 2.1

2023年3月期 ― 50.00 ― 50.00 100.00 1,189 28.9 1.7

2024年3月期(予想) ― 50.00 ― 50.00 100.00 29.9

3. 2024年 3月期の連結業績予想（2023年 4月 1日～2024年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 90,000 7.0 3,000 82.8 6,000 47.8 4,000 △3.2 334.57



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　有

③ 会計上の見積りの変更 　：　有

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料14ページ「４.連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）及び（会計上の見積りの変更と区
別することが困難な会計方針の変更）」をご覧下さい。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期 13,300,000 株 2022年3月期 14,900,000 株

② 期末自己株式数 2023年3月期 1,405,700 株 2022年3月期 2,635,724 株

③ 期中平均株式数 2023年3月期 11,955,486 株 2022年3月期 13,259,696 株

（参考）個別業績の概要

2023年3月期の個別業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 21,324 △2.8 369 △82.7 2,430 △49.1 3,050 △34.6

2022年3月期 21,947 10.2 2,132 121.4 4,777 34.2 4,664 △0.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2023年3月期 255.14 254.25

2022年3月期 351.80 350.42

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 75,314 57,979 76.8 4,863.66

2022年3月期 74,240 59,106 79.4 4,805.96

（参考） 自己資本 2023年3月期 57,849百万円 2022年3月期 58,941百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提条件に基づいてお
り、その達成を当社として約束するものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件お
よび業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料４ページ「１.経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧下さい。
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１．経営成績等の概況

(1) 当期の経営成績の概況

　当連結会計年度における当社グループの事業環境は、国内における消費行動が回復に向かった一方、原燃料価格

の高騰や急激な為替相場の変動、地政学リスクの長期化など、年間を通して先行き不透明な状況が続きました。

　このような状況の中、当社グループは、増加する製造変動費負担に対し価格改定に取り組むとともに、基盤事業

の強化、及び資源の再活用や脱プラスチック等の社会的要請も背景にした成長施策を実施し、当社グループのもつ

オンリーワンの品質と技術を活かした新製品開発、更には製紙以外の新たな事業領域拡大に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は84,130百万円（前年同期比4.2％増）、営業利益は1,640百万円

（前年同期比61.2％減）、経常利益は4,058百万円（前年同期比29.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は

4,130百万円（前年同期比21.3％減）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

　なお、前第４四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較について

は、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。

①産業素材事業

　主力製品である段ボール原紙及びクラフト紙につきましては、日本東海インダストリアルペーパーサプライ株式

会社を通じて販売が堅調に推移しました。

　この結果、当セグメントの売上高は43,493百万円（前年同期比10.5％増）、営業利益は977百万円（前年同期比

15.3％減）となりました。

②特殊素材事業

　特殊印刷用紙につきましては、段階的な価格改定を進めるとともに、回復傾向にあるパッケージ用途の需要を取

り込み、加えて海外向けファンシーペーパーの上市も寄与し、売上は前年同期並みを確保いたしました。他方、特

殊機能紙につきましても、価格改定に取り組むとともに、2020年に発売した高耐熱性絶縁紙の市場開拓を進めたも

のの、情報用紙や海外向け一部製品の需要減少等により、売上は前年同期を下回りました。利益面につきまして

は、徹底した原価低減に取り組みましたが、パルプ・燃料等の大幅な価格高騰の影響を受け前年同期を下回りまし

た。

　この結果、当セグメントの売上高は20,661百万円（前年同期比2.9％減）、営業利益は615百万円（前年同期比

74.2％減）となりました。

③生活商品事業

　ペーパータオルにつきましては原料の調達難の影響、ラミネート等の加工品につきましては製紙用ワンプ需要の

低下によりそれぞれ販売数量は前年同期を下回ったものの、価格改定により売上は前年同期を上回りました。トイ

レットペーパーにつきましては、業務用の回復により販売数量が前年同期を上回ったことに加え、価格改定に取り

組んでいることで、売上は前年同期を上回りました。

　しかしながら利益面につきましては、生活商品事業全般において原燃料価格の大幅な高騰等により減益となりま

した。

　この結果、当セグメントの売上高は17,358百万円（前年同期比3.0％増）、営業損失は139百万円（前年同期は営

業利益574百万円）となりました。

④環境関連事業

　自然環境活用分野につきましては、土木・建築設備工事の完成高が堅調に推移いたしました。また、資源再活用

分野につきましては、産業廃棄物処理業の売上が前年同期を上回りました。

　この結果、当セグメントの売上高は8,502百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益は84百万円（前年同期は営業

利益２百万円）となりました。

(2) 当期の財政状態の概況

　当連結会計年度末の総資産は、123,347百万円となり、前連結会計年度末に比べて2,082百万円の減少となりまし

た。主な要因は、投資有価証券の減少によるものであります。

　負債は、44,771百万円となり、前連結会計年度末に比べて2,096百万円の減少となりました。主な要因は、支払

手形及び買掛金の減少によるものであります。

　純資産は、78,576百万円となり、前連結会計年度末に比べて13百万円の増加となりました。主な要因は、親会社

株主に帰属する当期純利益の計上による利益剰余金の増加によるものであります。自己資本比率は58.5％となり、

前連結会計年度末に比べて1.0ポイント上昇しました。
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2019年

３月期

2020年

３月期

2021年

３月期

2022年

３月期

2023年

３月期

自己資本比率（％） 53.1 53.5 57.3 57.5 58.5

時価ベースの自己資本比率（％） 43.2 44.8 50.8 31.0 28.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年）
3.5 2.8 2.1 2.6 9.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
40.0 57.7 59.3 68.6 18.4

(3) 当期のキャッシュ・フローの概況

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は9,974百万円となり、前連結会計年

度末に比べ1,748百万円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果得られた資金は2,582百万円となり、前連結会計年度に比べ6,997百万円の減少となりました。主

な内訳は、税金等調整前当期純利益5,411百万円、減価償却費6,028百万円、棚卸資産の増加額2,847百万円であり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は1,149百万円となり、前連結会計年度に比べ3,551百万円の減少となりました。主

な内訳は、有形固定資産の取得による支出4,729百万円、投資有価証券の売却による収入3,807百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は3,180百万円となり、前連結会計年度に比べ3,241百万円の減少となりました。主

な内訳は、長期借入れによる収入5,800百万円、長期借入金の返済による支出5,565百万円、自己株式の取得による

支出1,261百万円、配当金の支払額1,452百万円であります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。
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(4) 今後の見通し

　次期につきましては、新型コロナウイルス感染症に係る各種制限が緩和されることで、経済活動全般は引き続き

回復に向かうことが期待される一方、為替の変動リスクや不安定な需給環境、原燃料価格の高止まり等、依然とし

て不透明な状況が続くものと予想されます。

　このような状況の中、当社グループの次期業績につきましては、継続的に取り組んできた価格改定が浸透するこ

とで、特殊素材事業及び生活商品事業を中心に大幅な利益改善が見込まれるほか、消費行動の回復基調に伴い販売

面も堅調に推移することを予想しております。

　これら状況を踏まえ現段階で想定される2024年３月期の通期連結業績につきましては、売上高90,000百万円、営

業利益3,000百万円、経常利益6,000百万円、親会社株主に帰属する当期純利益4,000百万円と見込んでおります。

　なお、上記の見通しにつきましては、発表日現在において想定できる情報に基づき作成したものであり、外部環

境は極めて流動的であるため、今後の様々な要因によって予想数値が大きく変わる可能性がありますが、開示すべ

き事項が生じた場合には、速やかにお知らせをいたします。

　また、2024年３月期を開始年度とする新中期経営計画（2023年４月～2026年３月）につきましては、2023年５月

下旬に発表する予定です。

(5) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題に位置づけ、将来の事業環境を見据えた財務基盤の強

化、自己株式取得による利益還元等を総合的に勘案したうえで、配当性向30％を目処とした安定配当に努めること

を基本方針としております。

　当期につきましては、期末配当は１株当たり50円を実施する予定です。これに既に実施済みの中間配当50円と合

わせまして、年間配当額は１株当たり100円となります。

　また、次期につきましては、現時点での通期連結業績予想に従い、１株当たり中間配当50円、期末配当50円と

し、年間の配当金は１株当たり100円を予定しております。
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２．企業集団の状況

  当社グループ（当社及び子会社、関連会社）は、当社（特種東海製紙㈱）、子会社12社及び関連会社５社で構成さ

れ、紙パルプの製造・販売に関する事業を主に行っており、さらに紙加工や土木・造園工事、産業廃棄物処理などの

事業を行っております。当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は次の通りであります。

無印…連結子会社　△…非連結子会社

◎…関連会社で持分法適用会社　○…関連会社で持分法非適用会社

［産業素材事業］

  当社が紙の販売及び売電をするほか、新東海製紙㈱が紙パルプの製造・販売を、特種東海マテリアルズ㈱が紙原料

の供給を、新東海ロジスティクス㈱が紙製品の輸送・保管等を、関連会社４社が紙の加工・販売を行っております。

［特殊素材事業］

  当社が紙の製造・販売をするほか、㈱ＴＴトレーディングが紙の販売を、静岡ロジスティクス㈱が紙製品を保管す

る倉庫業及び紙製品の輸送を、㈱モルディアがモウルドの製造・販売を行っております。

［生活商品事業］

  ㈱トライフ・関連会社１社が紙の製造・加工・販売を、特種東海エコロジー㈱が紙の製造・販売を行っておりま

す。

［環境関連事業］

　㈱レックスがサーマルリサイクル燃料の製造・販売を、㈱特種東海フォレストが土木・造園工事を、㈱駿河サービ

ス工業が産業廃棄物の収集運搬・処分を、十山㈱が社有林管理・ウイスキー製造を行っております。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。

　なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,058 10,298

受取手形 1,323 1,339

売掛金 22,805 24,221

契約資産 2,151 1,136

商品及び製品 4,189 5,057

仕掛品 772 955

原材料及び貯蔵品 5,437 7,234

その他 702 1,253

貸倒引当金 △17 △17

流動資産合計 49,423 51,479

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 51,214 51,506

減価償却累計額 △34,146 △35,083

建物及び構築物（純額） 17,067 16,422

機械装置及び運搬具 164,027 166,697

減価償却累計額 △134,990 △139,103

機械装置及び運搬具（純額） 29,036 27,593

土地 11,288 11,066

建設仮勘定 296 721

その他 6,654 6,887

減価償却累計額 △5,455 △5,583

その他（純額） 1,199 1,304

有形固定資産合計 58,888 57,108

無形固定資産

のれん 1,129 986

その他 359 285

無形固定資産合計 1,488 1,272

投資その他の資産

投資有価証券 13,939 11,029

繰延税金資産 593 1,313

その他 1,138 1,184

貸倒引当金 △41 △41

投資その他の資産合計 15,630 13,486

固定資産合計 76,006 71,867

資産合計 125,430 123,347

４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,020 10,068

短期借入金 10,615 10,065

１年内返済予定の長期借入金 4,808 3,904

１年内償還予定の社債 70 70

未払法人税等 939 447

賞与引当金 437 436

その他 7,038 6,602

流動負債合計 34,930 31,594

固定負債

社債 350 280

長期借入金 8,949 10,088

繰延税金負債 516 446

役員退職慰労引当金 79 72

環境対策引当金 50 52

退職給付に係る負債 1,270 1,349

資産除去債務 648 596

その他 73 289

固定負債合計 11,937 13,176

負債合計 46,867 44,771

純資産の部

株主資本

資本金 11,485 11,485

資本剰余金 10,922 5,502

利益剰余金 56,056 58,734

自己株式 △8,961 △4,755

株主資本合計 69,502 70,967

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,636 1,158

繰延ヘッジ損益 － △0

退職給付に係る調整累計額 △10 △23

その他の包括利益累計額合計 2,626 1,135

新株予約権 164 129

非支配株主持分 6,268 6,344

純資産合計 78,562 78,576

負債純資産合計 125,430 123,347
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

売上高 80,711 84,130

売上原価 68,952 75,332

売上総利益 11,759 8,798

販売費及び一般管理費 7,527 7,157

営業利益 4,231 1,640

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 264 250

受取賃貸料 123 132

受取保険金 48 36

持分法による投資利益 1,002 1,881

その他 314 378

営業外収益合計 1,754 2,679

営業外費用

支払利息 137 137

支払手数料 33 －

賃貸費用 18 53

その他 63 71

営業外費用合計 252 261

経常利益 5,733 4,058

特別利益

固定資産売却益 1,615 6

投資有価証券売却益 5 1,932

国庫補助金 84 －

抱合せ株式消滅差益 57 －

その他 4 －

特別利益合計 1,767 1,938

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 119 214

減損損失 72 256

災害による損失 － 44

訴訟関連損失 － 70

その他 9 －

特別損失合計 201 585

税金等調整前当期純利益 7,299 5,411

法人税、住民税及び事業税 1,865 1,267

法人税等調整額 4 △136

法人税等合計 1,869 1,130

当期純利益 5,429 4,280

非支配株主に帰属する当期純利益 177 149

親会社株主に帰属する当期純利益 5,251 4,130

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当期純利益 5,429 4,280

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △840 △1,477

繰延ヘッジ損益 － △0

退職給付に係る調整額 27 △12

持分法適用会社に対する持分相当額 2 △2

その他の包括利益合計 △810 △1,492

包括利益 4,619 2,787

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 4,441 2,639

非支配株主に係る包括利益 177 148

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,485 11,030 52,476 △5,000 69,991

当期変動額

剰余金の配当 △1,671 △1,671

親会社株主に帰属する当期
純利益

5,251 5,251

自己株式の取得 △4,001 △4,001

自己株式の処分 △8 40 32

自己株式の消却 －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

△100 △100

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － △108 3,580 △3,961 △488

当期末残高 11,485 10,922 56,056 △8,961 69,502

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

退職給付に係
る調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 3,474 － △37 3,436 176 6,681 80,286

当期変動額

剰余金の配当 △1,671

親会社株主に帰属する当期
純利益

5,251

自己株式の取得 △4,001

自己株式の処分 32

自己株式の消却 －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

△100

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△837 － 27 △809 △12 △412 △1,234

当期変動額合計 △837 － 27 △809 △12 △412 △1,723

当期末残高 2,636 － △10 2,626 164 6,268 78,562

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,485 10,922 56,056 △8,961 69,502

当期変動額

剰余金の配当 △1,453 △1,453

親会社株主に帰属する当期
純利益

4,130 4,130

自己株式の取得 △1,260 △1,260

自己株式の処分 △7 54 47

自己株式の消却 △5,412 5,412 －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

－

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － △5,419 2,677 4,206 1,464

当期末残高 11,485 5,502 58,734 △4,755 70,967

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

退職給付に係
る調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 2,636 － △10 2,626 164 6,268 78,562

当期変動額

剰余金の配当 △1,453

親会社株主に帰属する当期
純利益

4,130

自己株式の取得 △1,260

自己株式の処分 47

自己株式の消却 －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

－

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△1,478 △0 △12 △1,491 △35 76 △1,450

当期変動額合計 △1,478 △0 △12 △1,491 △35 76 13

当期末残高 1,158 △0 △23 1,135 129 6,344 78,576

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 7,299 5,411

減価償却費 6,225 6,028

減損損失 72 256

のれん償却額 142 142

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 79 60

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15 △6

環境対策引当金の増減額（△は減少） △37 2

受取利息及び受取配当金 △264 △250

支払利息 137 137

持分法による投資損益（△は益） △1,002 △1,881

有形固定資産除却損 119 214

有形固定資産売却損益（△は益） △1,615 △5

投資有価証券売却損益（△は益） △5 △1,932

受取保険金 △48 △36

補助金収入 △84 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,841 △417

棚卸資産の増減額（△は増加） △786 △2,847

仕入債務の増減額（△は減少） 944 △951

未払消費税等の増減額（△は減少） 99 △524

その他 399 79

小計 9,850 3,476

利息及び配当金の受取額 1,801 1,036

利息の支払額 △139 △140

保険金の受取額 48 36

法人税等の支払額 △2,073 △1,828

法人税等の還付額 92 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,579 2,582

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △313 △324

定期預金の払戻による収入 312 336

有形固定資産の取得による支出 △7,231 △4,729

有形固定資産の売却による収入 2,688 29

無形固定資産の取得による支出 △49 △34

国庫補助金等の受入による収入 84 －

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 23 3,807

関係会社株式の取得による支出 △88 －

その他 △126 △235

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,701 △1,149

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,170 △550

長期借入れによる収入 － 5,800

長期借入金の返済による支出 △4,160 △5,565

社債の償還による支出 △70 △70

自己株式の取得による支出 △4,002 △1,261

配当金の支払額 △1,669 △1,452

非支配株主への配当金の支払額 △60 △72

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△629 －

その他 0 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,422 △3,180

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,544 △1,748

現金及び現金同等物の期首残高 13,197 11,722

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額
69 －

現金及び現金同等物の期末残高 11,722 9,974
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたし

ました。この変更による連結財務諸表への影響はありません。

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は、機械装置については、特殊紙に関する設備は定率

法、その他は定額法、その他の有形固定資産は定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しておりましたが、

当連結会計年度より定額法に変更しております。

これは、当連結会計年度における特殊素材事業の新製品の事業化を契機に、2023年４月１日より開始する次期中期

経営計画策定に向けて特殊紙に関する設備の使用実態及び当社グループの今後の設備投資の内容を検討した結果、特

殊紙に関する設備の生産高、稼働率等は長期安定的に推移していること、また、当社グループの今後の設備投資は、

二酸化炭素排出量などの環境へ配慮した、安定的・平準的に稼働する設備が中心となることが想定されることから、

使用期間にわたって償却費を平均的に負担させることが、当社グループの経済的実体を合理的に反映し期間損益計算

をより適正に行うことができるものと判断したことによるものであります。

この変更に伴い、従来の方法と比較して、当連結会計年度の営業利益が317百万円、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が334百万円増加しております。

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「賃貸費用」は、営業外費用の総額の100分

の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた82百万円は、

「賃貸費用」18百万円、「その他」63百万円として組み替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「有形固定資産の除

却による支出」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「有形固定資産の除却による支出」に表示していた△111百万円は、「その他」として組み替えております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　　１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う単位となっているものでありま

す。

　当社グループは、主に紙の生産・加工・販売に関する事業を行っており、取り扱う紙製品の種類ごとに包括

的な事業戦略を立案出来るように、事業部制を採用し、委譲された権限の下、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、当該事業部を基礎とした製品の種類別の事業セグメントから構成されており、「産業

素材事業」、「特殊素材事業」、「生活商品事業」を報告セグメントとしております。また製紙以外の事業領

域については「環境関連事業」を報告セグメントとしております。

　「産業素材事業」は、主に段ボール・包装用紙などの原紙生産・加工・販売等及び売電事業を行っており、

「特殊素材事業」は、特殊印刷用紙・特殊機能紙などの生産・加工・販売等を行っており、「生活商品事業」

は、ペーパータオル・トイレットペーパーなどの生産・加工・販売等を行っております。「環境関連事業」

は、当社保有の南アルプス社有林の有効活用を目的とした自然環境活用事業、当社サプライチェーンを起点と

したリサイクルビジネスの拡大を目的とした資源再活用事業を行っております。

（報告セグメントの変更等に関する情報）

　前第４四半期連結会計期間より、従来研究開発活動として「調整額」に含めていた一部製品に係る製造費用

について、2022年３月に本生産開始となったことに伴い、「特殊素材事業」に含めて計上しております。

　なお、当連結会計年度の比較情報として開示した前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の報

告セグメントにより作成しており、前連結会計年度に開示した報告セグメントとの間に相違が見られます。

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、有形

固定資産の減価償却方法を変更しております。この変更に伴い、従来の方法と比較して、当連結会計年度のセ

グメント利益は、「産業素材事業」で85百万円、「特殊素材事業」で230百万円、「環境関連事業」で0百万円

それぞれ増加し、セグメント損失は、「生活商品事業」で1百万円減少しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

　また、セグメント間の内部振替高は、主に市場実勢価格に基づいております。
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（単位：百万円）

産業素材
事業

特殊素材
事業

生活商品
事業

環境関連
事業

計
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
(注)２、３

売上高

外部顧客への

売上高
37,445 20,598 16,674 5,992 80,711 － 80,711

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

1,930 676 185 2,181 4,974 △4,974 －

計 39,375 21,275 16,859 8,174 85,685 △4,974 80,711

セグメント利益 1,154 2,390 574 2 4,121 109 4,231

セグメント資産 55,111 46,867 17,039 10,080 129,100 △3,670 125,430

その他の項目

減価償却費 3,176 1,487 1,061 500 6,225 － 6,225

のれんの償却額 － － － 142 142 － 142

減損損失 － 72 － － 72 － 72

持分法適用会社

への投資額
3,826 － － － 3,826 － 3,826

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加

3,078 1,089 345 576 5,090 35 5,125

（単位：百万円）

産業素材
事業

特殊素材
事業

生活商品
事業

環境関連
事業

計
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
(注)２、３

売上高

外部顧客への

売上高
41,201 19,587 17,163 6,178 84,130 － 84,130

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

2,291 1,074 194 2,323 5,884 △5,884 －

計 43,493 20,661 17,358 8,502 90,015 △5,884 84,130

セグメント利益

又は損失（△）
977 615 △139 84 1,539 101 1,640

セグメント資産 55,341 45,975 16,812 9,628 127,758 △4,410 123,347

その他の項目

減価償却費 3,247 1,257 1,014 509 6,028 － 6,028

のれんの償却額 － － － 142 142 － 142

減損損失 － 198 57 － 256 － 256

持分法適用会社

への投資額
4,921 － － － 4,921 － 4,921

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加

2,895 920 436 157 4,409 8 4,417

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日）
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①セグメント利益                                     　　　　（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

全社費用 △19 △32

セグメント間取引消去等 129 134

合計 109 101

②セグメント資産                                   　　　　　（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

全社資産※ 83,774 86,408

セグメント間債権債務消去等 △87,445 △90,819

合計 △3,670 △4,410

③有形固定資産及び無形固定資産の増加額　              　　　 （単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

全社資産※ 35 8

合計 35 8

顧客の名称又は氏名 売上高
関連する主な
セグメント名

日本東海インダストリ
アルペーパーサプライ

株式会社
32,063 産業素材事業

(注)１　調整額の内容は以下のとおりです。

※特種東海製紙㈱での本社管轄部門の資産（社内管理会計勘定を含む）であります。

※特種東海製紙㈱での本社管轄部門の設備投資額であります。

　　２　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　３　当社の一般管理費の中で、各事業セグメントに対して共通にかかる費用については、社内配賦基準によっ

て各事業セグメントへ配賦しております。

【関連情報】

　　　　　　　前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報にて同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報                             （単位：百万円）
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顧客の名称又は氏名 売上高
関連する主な
セグメント名

日本東海インダストリ
アルペーパーサプライ

株式会社
35,820 産業素材事業

（単位：百万円）

産業素材

事業

特殊素材

事業

生活商品

事業

環境関連

事業
全社・消去 合計

当期償却額 － － － 142 － 142

当期末残高 － － － 1,129 － 1,129

（単位：百万円）

産業素材

事業

特殊素材

事業

生活商品

事業

環境関連

事業
全社・消去 合計

当期償却額 － － － 142 － 142

当期末残高 － － － 986 － 986

　　　　　　　当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報にて同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報                             （単位：百万円）

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

（のれん）

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

（のれん）

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日）

　該当事項はありません。
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前連結会計年度
（自  2021年４月１日

至  2022年３月31日）

当連結会計年度
（自  2022年４月１日

至  2023年３月31日）

１株当たり純資産額 5,881.27円 6,061.92円

１株当たり当期純利益 396.08円 345.52円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 394.52円 344.31円

前連結会計年度
（自  2021年４月１日

至  2022年３月31日）

当連結会計年度
（自  2022年４月１日

至  2023年３月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益
（百万円）

5,251 4,130

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純
利益（百万円）

5,251 4,130

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,259 11,955

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額
（百万円）

－ －

普通株式増加数（千株） 52 42

（うち新株予約権（千株）） （52） （42）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

－ －

（１株当たり情報）

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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マシン 型式 日産量

(t／日)

生産品目

５号機 円網多筒 ７ 特殊印刷用紙

６号機 長網多筒 12 特殊印刷用紙

（重要な後発事象）

　（株式取得による会社等の買収）

　当社は、環境・リサイクル事業を営むトーエイ株式会社（以下、「トーエイ」）の持株会社であるトーエイホール

ディングス株式会社（以下、「トーエイHD」）の発行済株式のうち70％を取得（以下、「本資本参加」）いたしまし

た。

　株式取得の概要

(1)被取得株式企業の名称及びその事業の内容

被取得株式企業の名称：トーエイホールディングス株式会社

事業の内容　　　　　：持株会社・子会社の管理運営

資本金　　　　　　　：１百万円

(2)株式取得の目的

　当社は「環境関連事業」を製紙３事業に次ぐ第４の基幹事業として位置づけ、将来の収益基盤を強化するべく

事業領域の拡大を図っております。

　なかでも、資源再活用ビジネスは高度循環型社会を目指す機運の高まり等を背景に今後も持続的な成長が期待

される分野であり、2020年1月にグループ入りした株式会社駿河サービス工業を端緒に、第４次中期経営計画以

降当該分野へ経営資源を傾注してまいりました。本資本参加もその一環として実施するものです。

　トーエイは、愛知県でも有数の環境・リサイクル事業者であり、その事業内容はプラスチックやガラス、家電

リサイクル事業等の循環型社会に貢献する幅広い部門で構成され、いずれも業績は安定的に推移しております。

本資本参加により、同社を核とした環境・リサイクル事業のさらなる発展と共に、当社の資源再活用ビジネスと

のシナジーが想定されるほか、互いの経営資源を融合することで両社の事業領域のさらなる拡大を見込んでおり

ます。同社は当社が当該分野で掲げるビジョン『技術と信頼を背景に、非化石燃料事業を起点とした資源・エネ

ルギー関連事業で循環型社会の構築に資する』を目指すうえで今後欠かせないものになると認識しております。

(3)株式取得の相手先の名称

今津 真治　他４名

(4)株式取得の時期

2023年４月３日

(5)取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

①取得する株式の数　　70株

②取得価額　　　　　　2,826百万円

③取得後の持分比率　　70％

　（生産体制集約に伴う工場の閉鎖）

　当社は、2023年５月12日開催の取締役会において、特殊紙の生産体制集約に伴い岐阜工場を閉鎖することを決議い

たしました。

　工場閉鎖の概要

(1)閉鎖する工場

名称　　　　　　岐阜工場

所在地　　　　　岐阜県岐阜市上川手814

主な生産品目　　特殊印刷用紙

従業員数　　　　57名（うち正社員44名）

主な設備

(2)背景

　岐阜工場は、当社が真砂製紙㈱を1964年に吸収合併したことから当社としてのスタートを切り、これまで当社

の主力製品であるファンシーペーパーのマザー工場としてオリジナリティーの高い製品を開発、生産してまいり

ました。岐阜工場では、これまで約100ブランドの製品を生産し、日本の文化の発展に大きく貢献してきたと考

えております。

　一方で、特殊紙を取り巻く事業環境は厳しく、特に印刷情報メディア用途における需要減少は継続しており、
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当社では中国市場を主なターゲットとした和紙楽活（KAMI Lab.）ブランドの立上げ、工業用で使用される機能

紙の拡販等対策を進めてまいりましたが、このたび岐阜工場の生産を停止し、特殊紙の生産を三島工場に集約す

ることで特殊紙生産体制の最適化が図られ、お客様により安定的に製品を供給することができると判断いたしま

した。

　岐阜工場で生産している製品につきましては、設備面、技術面、収益面などから製品別に検証し、基本的に三

島工場へ移管する予定であり、同敷地内にある㈱モルディアのパルプモウルド生産設備につきましては、当社三

島工場への移設を検討しております。

　また、岐阜工場の従業員につきましては、雇用維持を基本方針として他の事業所またはグループ会社への配置

転換を進めてまいります。

(3)生産停止予定日

2024年３月末（予定）

(4)業績に与える影響

　本件が2024年３月期以降の連結業績に与える影響につきましては精査中であり、現時点においては未確定であ

ります。
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